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　昨年九月、北海道商工業振興対策委員会が、空知地
区を経済圏の一単位として工業地帯の実態を究明し、
現に発展を助長あるいは阻害している諸要因を科学的
に摘出分析し、昭和26年度以降昭和30年にいたる期間
の現状を一般経済の推移と関連を保ちつつ、本地区工
業の振興をはかるための基礎資料を提出することを目
的として調査が行われた。この調査には「製材業及び
木製品工業」部門について調査担当を当所が委嘱され
調査を行った。この調査報告書中当所で担当せる部門
について抜粋し参考に供したいと考える。当所におい
ても戦後の本道の木材工業の経営実態について昭和21
年より28年の期間の調査を行い、既に発表しているが
29年度以降については未だ実施しておらないので－近
々実施の予定－北海道の経営実態、推移と空知地区と
の比較険討を出来得ない面があるのは残念であるが一
応空知地区の実態については知ることが出来よう。
以下空知地区工業地帯調査報告書の抜粋を主体として

幾分内容に変更を加えたものである。

　1）概　　　　説
　本地区における木材工業は、石狩川流域に細長く、
広大にのびている空知平野を基盤とした農村都市、こ
れに附属する消費都市及び夕張山脈に内蔵する空知炭
田をめぐっている鉱山都市を背景に発達して来た。そ
の数は昭和30年度において114工場を数えるに至りそ
の生産高は北海道における木材工業全生産高の約1割
を占める現況である。特に、北海道の木材製品の需要
増大により、道内消費は勿論の事、海外市場、東京大
阪市場を対象に、水道中央部に位置するという好立地
条件とあいまって発展的な過程にあるといえよう。
　　a）規模別状況
　本地区における製材および木製品工業を従業員3人
以下と4人以上の工場についてみると第1表のとおり
である。

　従業員3人以下は一般製材業の14工場、本地区工場
の約12％で、他は4人以上規模の工場である。しかし
このうち20人以上のものは14工場にすぎず、大部分が
小企業の形態である。

　　b）経営組織別状況
　本地区における経営組織、業種別状況は第2表の
とおりである。



　C）地域的分布の状況
本地区における工場の地域分は第3表のとおりで、

比較的全地域に分布し、特に炭鉱業の需要を背景に炭
鉱地区に約28％の分布を示している。

　d）全道における地位
本地区における業種別生産頼の昭和27年度以降の推

移並びに全道生産額に占める割合は、第4表のとおり
である。

　一般製材業にあっては、全道生産額対比約10％、合
板業平均約6％、単板約16％の生産比を示している。
推移については、昭和27，28年のデフレ過程の不況か
ら、本地区一般製材業にあっては27年100に対して29
年122.8，30年110.2と生産額が増加し、単板にあって
は、30年254.7と生産指数が著しく増加している。合
板にあっては、全道推移と逆の傾向を示している。

　2）生産の現況

　　a）生産の動向

　　i）生産額の推移
　本地区調査工場の年次別生産額の推移は第5表のと
おりである。



　J工場を除いては各工場とも生産額は累増し、デフレ不況から回復の兆をみせている。

　　 ii）品目別生産の動向と構成比の動向
　品目別生産並びに月別生産状況は第6表のとおりである。

　製材生産にあっては、昭和28年度以降ほとんどが生
産高の増加を示している。月別生産高の動きを見ると
季節的に特異な変化はみられず、比較的に平均した生
産を行っている。単合板生産においても生産高の上昇
を示している。これは輸出合板の輸出伸張に伴う外需

内需の需要の増加によるものである。床板にあっては
建築需要の不振から横ばいの生産を続けている。
　　iii）生産原価の推移
　生産原価の推移を示すと第7表のとおりである。



　製材にあっては、原価構成中原材料費は81～88％、
労務費は6～12％と原価の大部分を占めており、製材
業の原材料、労務中心の経営形態の特色を示してい
る。総括原価で原料費の比率が1％程度づつ低下して
いるのは、労務賃（賃金ベース）の増加により相対比
率が減少したためである。
　合板、単坂、床板にあっては、原材料費が54～74％
労務費12～14％の構成比率を占めて、製材実に比較
して原材料、労力中心の経営形態から、原材料、労力

資本を中心とする近代化された企業体に近い、概して
安定した原価構成を示している。

　　　iv）生産能力と生産実績

　工場生産能力と生産実績の関係を操業度によってみ
ると、第8表のとおりである。
  操業度の一般的基準としては70～80％が最適とされ
ているが、一般製材にあっては低操業度生産のものが
多く29，30卒と操業度が上昇を示しているが、標準以



　下である。このことは、設備機械の使用年数（老朽
度）との関連において考えなければならない。後掲の
第10表に示すとおり、製材を主体とする工場の設備は
　8年以上のものが65％以上である。単合板にあっては
28，29，30年と好操業度を保っており、生産高の増加

を操業度においても示している。床板にあっては、む
しろ低下の傾向を示している。

　　　b）生産設備の状況調査
　工場の生産設備、機械の精度並びに使用年数は、第
9表、第10表にみられるとおりである。



　これによると設備機械の精度は、製材にあっては大
部分がB能力（能力が落ちているが生産に大きな影響
のないもの）であるが、単合板、床板は積極的方設備
の更新が行われているので能力A（購入設置当時の精
度能力を有するもの）を有している設備が機械多い。

　　  c）原材料の需給状況
  原材料である原木の入手状況をみると、各工場いず
れも道内や原木のみを使用している。工場別の入手量
平均価格、平均運賃は第11表のとおりで、月別の入手
状況は第12表に示すとおりである。



　原木価格（運賃を含む）についてみると、28年度
は1,700円前後のものが多く、29，30年漸次価格上昇
の傾向である。29，30年の原木価格騰貴の原因は、輸
出吋材、合板の輸出活溌化に伴い、適木が不足したこ
とにより良材に対する需要が喚起されたためであろ
う。原木運送費の原木価格に占める割合は極めて大き

く、6～12％前後となっている。月別入手量について
は、冬山造材が行われるので、11月頃から4月にかけ
て最も多量に入手されている。
　原木の購入代金の決済は、前渡金、現金、手形でな
されており、手形による決済が多く、ついで現金、前
渡金の順である。

　　　d）燃料動力事情
燃料はほとんど自家生産される廃材、鋸屑を燃料とし

ており、補助的に石炭を使用している程度である。

　　  e） 積雪寒冷現象の工業に及ぼす影響
　積雪寒冷の製材、単合板工業に及ぼす影響は、同種
企業の道外メーカーと比較すると作業能率の低下（原

木の凍結による挽立能力の低下、寒冷による作業環境
の悪化）、木材、単板、合板などの乾燥のための燃料費に
よる生産原価の増加等不利な影響が多い。〔続く〕
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